
平成２９年度５月より中小企業基盤整備機構の「中小企業退職金共済制度」に加入している。

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

1,500,000 0 0 1,500,000

1,500,000 0 0 1,500,000

759,725 0 0 759,725

221,361,000 3,000,000 1,000,000 223,361,000

2,459,000 0 0 2,459,000

6,656,715 0 6,656,715 0

22,857,665 0 0 22,857,665

254,094,105 3,000,000 7,656,715 249,437,390

255,594,105 3,000,000 7,656,715 250,937,390

当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に対応す

る額）

1,500,000 (       1,500,000) (               0) ―

1,500,000 (       1,500,000) (               0) ―

759,725 (         759,725) (               0) (               0)

223,361,000 (      14,761,000) (     208,600,000) (               0)

2,459,000 (               0) (               0) (       2,459,000)

0 (             -64) (              64) (               0)

22,857,665 (      22,857,665) (               0) (               0)

249,437,390 (      38,378,326) (     208,600,064) (       2,459,000)

250,937,390 (      39,878,326) (     208,600,064) (       2,459,000)

小　　計

合　　計

特定資産

  土地（特）

  定期預金（特）

  退職給付積立金

　百十周年記念事業特定預金

  普通預金

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
（単位：円）

科　目

基本財産

  定期預金（基）

小　　計

  退職給付積立金

  百十周年記念事業特定預金

　普通預金

小　　計

合　　計

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産

  定期預金（基）

小　　計

特定資産

  土地（特）

  定期預金（特）

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
（単位：円）

科　目

建物及び什器備品・・・旧定額法及び定額法によっている。
リース資産・・・・・・リース期間定額法によっている。
全ての資産の減価償却は直接法による。
（３）引当金の計上基準
従業員の将来の退職給付に備え、退職金規程に基づく期末要支給額により計上している。（平成２８年度まで）

（４）消費税等の会計処理

法　人　名：公益社団法人　瓊林会

財務諸表に対する注記

1．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法
移動平均法による原価法によっている。
（２）固定資産の減価償却の方法

消費税等の会計処理は、税込経理方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高



取得価額 減価償却累計額 当期末残高

65,573,881 29,877,651 35,696,230

306,936 102,287 204,649

3,522,201 2,905,859 616,342

2,964,600 2,921,670 42,930

1,500 0 1,500

2,483,730 2,456,838 26,892

金  額

0
6,656,715

6,656,715

9,216,612円 8,775,886円

 円  円

 円  円

9,216,612円 8,775,886円

5,400,000円

　流動資産である普通預金から特定資産の定期預金へ振り替えている（3,000,000円）
②法人会計の特定資産である定期預金を取り崩して一般正味財産へ振替（1,000,000円）

　東京事務所の家賃及び共益費等の経常費用に充てている

③法人会計の特定資産である決済普通預金「110周年記念事業特定預金」を取り崩して一般正味財産へ振替（6,656,715円）

　法人会計＝「瓊林」の発行紙作成、ホームページ年間利用料、法人人件費等

　「公益目的事業」学生に対するキャリア教育・就職支援事業＝学生無料弁当の配付、金融市場体験学習の助成

１１０周年記念事業にかかる支出に伴う受取寄付金振替額 １１０周年記念事業にかかる支出に伴う受取寄付金の振替額
6,656,715円

７．その他の特記事項
①公益目的事業である「芙蓉寮運営事業」

公社債投資信託等振替額 公社債投資信託等振替額

現金及び現金同等物 現金及び現金同等物

（２）重要な非資金取引は、以下のとおりである。

前期末 当期末

（１）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおりである。

前期末 当期末

現金預金勘定 現金預金勘定

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 預入期間が３ヶ月を超える定期預金

　目的達成による指定解除額
経常外収益への振替額
　投資有価証券売却損による指定解除額

　　合　　　　　　計

６．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

５．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

内訳

経常収益への振替額
　減価償却費計上による振替額

建物

建物付属設備

什器備品

リース資産

保証金

ソフトウェア

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　目


